


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































考える次第である 36） 。 
 注 
 1 ） 証券取引等監視員会によれば，開示規制違反に係る課徴金納付命令勧告を行った件数は平成
22年から平成27年の間計62件となっている（証券取引等監視員会HPより）。 
 2 ） 例えば，日経新聞2016年1月7日35頁では，東芝の会計不祥事を巡り個人株主が旧経営陣に計
3億円の損害賠償請求を起こした旨，また，日経新聞2015年3月28日12頁ではオリンパスが損
害賠償を求められていた事件で和解金を支払う旨の記事がそれぞれ掲載されている。 
 3 ） なお，事実としては，本件損害金以外に弁護士費用に係る損害賠償金及び遅延損害金について
も争点とされているが，紙面の都合上割愛する。 
 4 ） これに対して，年々継続して繰り返し発生する経済的利益だけを所得として捉える考え方であ
る所得源泉説（制限的所得概念）がある。 
 5 ） 金子宏『所得概念の研究―所得課税の基礎理論上巻―』有斐閣28頁では，包括的所得概念の
必要性の根拠として，担税力増加に伴う公平負担の原則（同様の状況にあるものは同様に課税さ
れるべきこと）に求めている。 












 8 ） 税制調査会『税制調査会答申及びその審議内容と経過の説明（昭和36年12月）』557頁 
 9 ） 前掲佐藤（注6）214頁では「棚卸資産が「売るための資産」であることに着目し，その資産
が失われて収入が得られたのであれば，結局，それは棚卸資産を売ったと同じと考えて事業所得
を計算してよい，という趣旨のものと考えてよい」旨記している。 
 10） 所得税基本通達9 ― 23では「葬祭料，香典又は災害等の見舞金で，その金額がその受贈者の社
会的地位，贈与者との関係等に照らし社会通念上相当と認められるものについては，令第30条
の規定により課税しないものとする」旨取り扱っている。 
 11） 谷口勢津夫『税法基本講義（第5版）』弘文堂209頁 
 12） 森谷義光他編『所得税基本通達逐条解説（平成26年版）』㈶大蔵財務協会84頁，所得税基本通



















 15） 酒井克彦「株式保有によって生じた損失と所得税法（上）」税務弘報2004.4，78頁 
 16） 令140条では，これに準ずる資産として繰延資産を規定している。 
 17） 参議院大蔵委員会（昭和28年02月19日）での大蔵省主税局税制一課長，泉美之松氏の説明参照。 
































 26） 平成24年9月25日裁決 












 31） 最高裁昭和43年10月17日判決 
 32） 平井宣夫『損害賠償法の理論』㈶東京大学出版会490頁 












（岸野悦朗，E-mail : kishino@ic.nanzan-u.ac.jp） 
